
平成２２年３月３１日 

独立行政法人建築研究所 

 

独立行政法人建築研究所の平成２２年度の業務運営に関する計画 

 

 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３１条の規定に基づき、国土交通

大臣の認可を受けた平成１８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年間における

独立行政法人建築研究所（以下「研究所」という。）の中期目標を達成するための計画（以

下「中期計画」という。）に基づいた平成２２年度の研究所の業務運営に関する計画を以

下のとおり定める。 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 

（１）研究開発の基本方針 

① 社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応 

 中期計画に示す重点的研究開発課題に該当する研究開発を推進するため、本年度に

おいては、別紙―１に示す個別研究開発課題（継続１３課題）を的確に実施する。ま

た、研究所として、重点的研究開発課題の進捗状況を適切に管理する。 

② 建築・都市計画技術の高度化並びに建築の発達・改善及び都市の発展・整備のために

必要となる研究開発の計画的な推進 

 ①の重点的研究開発のほか、萌芽的研究、基礎的・先導的な研究、地道な研究など

の基盤研究について、中長期的視点に立ち計画的に実施する。 

（２）他の研究機関等との連携等 

① 産学官との連携等による共同研究の推進 

 研究所と他の研究機関等の各々の特徴や得意分野を活かし、外部の研究機関等との

共同研究を積極的に実施する。 

 また、海外におけるワークショップ等の会議に役職員を参加させる等、海外の研究

機関との研究交流を進める。 

 これらを通じて、本年度においては４０件程度の共同研究を実施することとする。 

② 研究者の交流 

   非公務員型の独立行政法人への移行のメリットを最大限に活かし、国に加え大学、

民間研究機関との人事交流を推進する。また、客員研究員又は交流研究員として、国

内の大学や民間研究機関等から２０名程度の研究者の受入れを実施するほか、海外か

らは１５名程度の研究者の受入れを実施する。 
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（３）競争的研究資金等外部資金の活用 

文部科学省科学研究費補助金、国土交通省住宅・建築関連先導技術開発助成事業等の

競争的研究資金の獲得に関して、組織的に研究開発項目を整理し、それぞれの制度の特

性に応じた競争的研究資金の獲得に向けて戦略的な要求を行う。 

 また、公正中立な立場を生かしつつ、研究所の実績と知見を活用して受託研究を積

極的に実施する。 

（４）技術の指導 

技術指導等業務規程に基づき、建築・都市計画関係の技術的課題に関する指導、助言

を積極的に実施する。 

（５）研究成果等の普及 

① 研究成果の迅速かつ広範な普及 

講演会の開催、講演会・セミナー・展示会への参加、国際会議の主催（共催を含

む）等の機会を通じて、１０回以上の研究成果発表を行う。 

また、研究所のホームページについて、専門家・一般消費者等利用対象者を想定

した的確な構成によるコンテンツの充実等により、３００万件以上のアクセス件数

を目指す。 

さらに、研究所の研究内容及び成果を分かりやすく解説した広報誌を発行する。 

これらに加え、研究施設の一般公開を春と夏の２回実施するほか、要望を受けた

研究施設見学への対応を適切に行う。 

② 論文発表と知的財産の活用促進 

公的研究機関としての成果発信水準を確保する観点から、６０報以上の査読付き

論文の発信を目指す。 

また、研究成果に基づく特許等の知的財産権の創出とその適正管理を推進する。 

③ 研究成果の国際的な普及等 

研究成果を広く海外に普及させるとともに各種規格の国際標準化等に対応し、ま

た研究開発の質の一層の向上を図るため、役職員をＣＩＢ（建築研究国際協議会）、

ＩＳＯ（国際標準化機構）、ＲＩＬＥＭ（国際材料構造試験研究機関・専門家連合）

等の国際会議等に参加させるとともに、可能な限り海外研究機関へ派遣する。また、

海外からの研究者を積極的に受け入れる他、研究所として国際会議等を開催・支援

する。 

さらに、国際協力機構と連携し、開発途上国の研究者等の受け入れと諸外国にお

ける技術調査、技術指導を実施する海外研究機関への役職員の派遣を行う。 

 ④ 建築物内の地震動観測の推進 

    建築物内の地震動を観測するネットワークの充実を図るとともに、得られた観測
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記録や分析結果を積極的に公開し、広範な研究への利活用を図る。 

（６）地震工学に関する研修生の研修及び国際協力活動 

 地震工学に関する研修について、国際協力機構との連携により、開発途上国等から

長期・短期あわせて３０名程度、及び中国四川大地震への震災復興支援策である中国

耐震建築研修について２０名程度の研修生を受け入れ、着実に実施する。そのうち、

長期の研修である「地震工学通年研修」については、研修内容の更なる充実等を図り

つつ、政策研究大学院大学と連携して修了生に修士号学位を授与するプログラムとし

て実施する。 

また、国際的共通課題の解決に貢献するため、開発途上国における住宅の耐震性向

上に資する研究開発、全世界で発生した大地震に関するデータベースの構築などを進

める。 

 

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）組織運営における機動性の向上 

 研究所の組織については、研究部門での職員をフラットに配置する組織形態を基本

とし、社会ニーズ等の変化への対応を可能とするため、当年度において取り組むべき

研究課題に対し、関連分野の職員を結集したプロジェクト・チーム制の一層の活用な

どにより機動的かつ柔軟な組織運営を図る。 

また、研究支援業務の質と運営効率の向上のため、最適な組織体制に向けて業務内

容、業務フローの再点検作業に取り組む。 

（２）研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築 

 研究所の研究評価実施要領に基づき、自己評価、内部評価及び外部評価を適切に実

施し、質の高い研究開発を実施する。 

 また、組織内の意識の共有化や研究者の能力の最大限の活用等を図るため、研究者

業績評価システムによる評価を実施する。 

（３）業務運営全体の効率化 

① 情報化・電子化の推進 

 文書のペーパーレス化をさらに推進するため、電子的情報共有システムの一層の活

用を図る。 

② アウトソーシングの推進 

 これまで実施してきている研究施設や庁舎の保守点検業務等の定型的な業務につい

ては、引き続きアウトソーシングを図るほか、研究支援業務の合理的な業務運営に向

けたアウトソーシングの推進のための検討をさらに進める。 
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③ 一般管理費及び業務経費の節減 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）については、平成２１年度予算に対し３％削減した予算額

の範囲内で、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊

要因により増減する経費を除く。）については、平成２１年度予算に対し７％削減し

た予算額の範囲内で、それぞれ業務運営全般を通じた経費の節減に努めつつ、効率的

な執行を行う。 

（４）施設、設備の効率的利用 

 研究所の施設等貸付業務規程に基づき、研究所の業務に支障のない範囲で、施設等

の効率的利用を図る。 

 このため、主な施設について、外部の研究機関が利用可能な期間を年度当初に公表

する。 

 

３．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

別表－１のとおり 

また、平成１９年１２月に作成した「随意契約見直し計画」を踏まえ、引き続き、

随意契約によることが真にやむを得ないものを除き、一般競争入札等を実施する。 

（２）収支計画 

別表－２のとおり 

（３）資金計画 

別表－３のとおり 

 

４．短期借入 

 予見し難い事故等により資金不足となった場合、４００百万円を限度として短期借入

を行う。 

 

５．剰余金の使途 

 中期目標期間中に発生した剰余金については、研究開発及び研究基盤の整備充実に使   

用する。 

 

６．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（１）施設及び設備に関する計画 

 本年度に実施する主な施設整備・改修は別表－４のとおりとする。 
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（２）人事に関する計画 

 非公務員化のメリットを最大限に活かし、多様な人材の確保を図るため、国に加え

大学、民間研究機関等との人事交流の進め方を検討するとともに、適正な人員管理に

努める。 

   また、人件費（退職手当等を除く。）については、平成２１年度予算に対し０．５％

削減した額の範囲内で適切な執行を行うとともに、国家公務員の給与構造改革等を踏

まえた給与規程等の見直しを行う。 
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別紙―１            重点的研究開発課題に該当する平成２２年度個別研究開発課題 

 

 

中 期 計 画 

目標 技術的課題領域と研究開発目標 重点的研究開発課題 
平成２２年度個別研究開発課題 

①一般建築物の構造計算に関わる技術的判断基準の明確 

 化（H21～H22） 

②長周期建築物の耐震安全性対策技術の開発（H21～  

 H22） 

(1)大規模地震等の巨大災害に対する防   

   災・減災技術の高度化と、自然災害に強 

   い建築物、都市づくりへの貢献 

 1)超高層建築物等の安全対策の高度化に向けた技術と災 

   害後の機能維持・早期回復に関する技術の開発 

(2)中小規模の地震や風による建築物の被 

   害の防止 
 2)非構造部材の地震・強風被害防止技術の開発 

③災害後の建築物における機能の維持・早期回復を目指 

 した技術開発（H21～H22） 

(3)防耐火技術・避難技術の高度化による火

   災に強い建築・住宅の普及と市街地火 

   災被害の低減 

 3)火災リスク評価に基づく性能的火災安全設計法の開発 
④機能要求に対応したリスク評価に基づく建築物の火災 

 安全検証法の開発（H21～H22） 

⑤高齢社会における暮らしの自立を支援する入浴システ 

 ムの研究（H21～H22）  4)住宅・市街地の日常的な安全・安心性能の向上のための

   技術開発 
⑥防犯性向上に資するまちづくり手法の開発（H21～H22） 

ア） 

安全・安心

で 質 の 高

い 社 会 と

生 活 の 実

現 

(4)防犯、建築内事故の防止等日常の暮らし

   の安全確保と、ユニバーサルデザインに

   よる生活空間の実現 

 5)住宅・建築物の空気環境の安全性・健康性確保のための

   技術開発 

⑦アスベスト等の建材含有物質に係る情報活用手法の開 

 発(H21～H22) 

(5)省エネルギー及び新エネルギー等の利 

   活用による低炭素社会づくりへの貢献 

 6)低炭素社会に向けた住宅・建築・都市分野におけるエネ

   ルギー需要供給技術の深化と普及手法の開発 

⑧建築・コミュニティーのライフサイクルにわたる低炭 

 素化のための技術開発（H21～H22） 

イ） 

持 続 的 発

展 が 可 能

な 社 会 と

生 活 の 実

現 

(6)住宅等の長期使用、廃棄物の再利用等に

   よる省資源・循環型社会の実現 

 7)住宅等の長期使用に向けた生産・維持管理・流通にわた

   る技術の開発 

⑨建築物の長期使用に対応した材料・部材の品質確保・ 

 維持保全手法の開発（H21～H22） 

⑩既存住宅流通促進のための手法開発（H20～H22） 
(7)新しい住宅管理流通システムによる資 

   産の有効活用、中古住宅市場の活性化 

 7)住宅等の長期使用に向けた生産・維持管理・流通にわた

   る技術の開発（再掲） ⑨建築物の長期使用に対応した材料・部材の品質確保・ 

 維持保全手法の開発（H21～H22）（再掲） 

ウ） 

社 会 の 構

造 変 化 等

に 対 応 す

る建築・都

市 の 再 構

築 

(8)人口減少・少子高齢化社会に対応した都

   市・市街地の再構築 

 8)人口減少・少子高齢化社会に対応した都市・居住空間の

   再構築技術の開発 

⑪地域が担い手となり得る良好な生活環境の維持・創出 

 手法に関する研究～自立型地域運営手法の構築～ 

 （H21～H22） 
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中 期 計 画 

目標 技術的課題領域と研究開発目標 重点的研究開発課題 

平成２２年度個別研究開発課題 

(9)高度情報化技術の活用によるイノベイ 

   ティブな都市・建築・生活の実現 

 9)ＩＣタグを活用した建築物に係る履歴情報の管理・活用

   技術の開発 

⑫ＩＣタグ等の先端技術を活用した木造住宅の品質向上 

 支援技術の開発（H21～H22） 

10)既存浄化槽の高度処理化による環境負荷低減技術とそ 

   の評価技術の開発 

⑬水資源の有効利用・環境負荷低減のための節水型排水 

 浄化システムの開発（H21～H22） 

11)超高層建築物等の安全対策の高度化に向けた技術と災 

   害後の機能維持・早期回復に関する技術の開発（再掲）

③災害後の建築物における機能の維持・早期回復を目指 

 した技術開発（H21～H22）（再掲） 

 3)火災リスク評価に基づく性能的火災安全設計法の開発 

   （再掲） 

④機能要求に対応したリスク評価に基づく建築物の火災 

 安全検証法の開発（H21～H22）（再掲） 

エ） 

情 報 化 技

術・ツール

の 活 用 に

よ る 建 築

生 産 の 合

理 化 と 消

費 者 選 択

の支援 

(10)建築・住宅に関わる性能試験・評価技

   術の体系化による新材料・新構造等の開

   発支援 

 7)住宅等の長期使用に向けた生産・維持管理・流通にわた

   る技術の開発（再掲） 

⑨建築物の長期使用に対応した材料・部材の品質確保・ 

 維持保全手法の開発（H21～H22）（再掲） 
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別表－１                                                              

                                              （単位：百万円）           

区            分 金  額 

収  入   運営費交付金       １，９２４ 

        施設整備費補助金            ９８ 

        受託収入           １６０ 

        施設利用料等収入             ４２ 

          計       ２，２２４ 

支  出   業務経費           ６５５ 

        施設整備費            ９８ 

        受託経費           １５５ 

         人件費       １，０２４ 

        一般管理費           ２９２ 

          計       ２，２２４ 

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。  

 

別表－２                                                              

                                              （単位：百万円）            

区            分 金  額 

費用の部       ２，１６１ 

      経常費用       ２，１６１ 

          業務経費       １，３２１ 

       受託経費           １５５ 

          一般管理費           ６５０ 

          減価償却費             ３５ 

  

収益の部       ２，１６１ 

      運営費交付金収益       １，９２４ 

        施設利用料等収入            ４２ 

        受託収入           １６０ 

         資産見返物品受贈額戻入             ３５ 

純利益               ０ 

目的積立金取崩額              ３ 

総利益              ０ 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 
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別表－３ 

                                              （単位：百万円） 

区            分 金  額 

資金支出       ２，２２４ 

        業務活動による支出       ２，１２６ 

        投資活動による支出            ９８ 

  

資金収入       ２，２２４ 

      業務活動による収入       ２，１２６ 

          運営費交付金による収入       １，９２４ 

            施設利用料等収入             ４２ 

          受託収入           １６０ 

        投資活動による収入            ９８ 

       施設費による収入            ９８ 

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

 

別表－４                                                                   

                                                        （単位：百万円） 

施設整備等の内容 予定額 財源 

実大構造物実験棟  

 実大構造物加力計測試験装置改修整備 

 

９８ 

 

独立行政法人建築

研究所施設整備費

補助金 

     施設整備費計 ９８  
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